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【論文要旨】
Since the Chinese government proposed the open-door policy in 1978, Chinese economic in-
creased rapidly. Especially after establishing the Market Economic System in 1992, many foreign
ˆrms entered to China because of development of Chinese market. This paper analyzes the foreign
companies' development in Chinese market. The purpose of this paper is to examine the relation-
ship of foreign companies' development with Chinese government's policies in Chinese market.
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子商取引（electronic commerce）
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1978年末，中国政府において?小平が実権を握り，改革・開放政策を実施することになった。
以来，中国経済は飛躍的に発展し，とりわけ小売市場の発展は著しい。中国国家統計総局によると，
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1 中国国家統計局
http://www.stats.gov.cn/tjsj/zxfb/201802/t20180228_1585631.html，2018年 8 月15日アクセス。
2 本稿では外資系小売企業を中国大陸以外の港澳台系小売企業ならびにその他の外資系小売企業と定義する。
2017年には中国社会消費品小売総額が36兆6262億元になり，前期比10.2増となっている1。
経済成長が中国小売市場（以下，中国市場と表記）を大きく拡大させたために，多くの優れた外
資系小売企業2（以下，単に外資系企業と表記）が中国に進出してきている。中国は巨大な人口を
擁する巨大な消費市場である。急速かつ大規模な経済成長と参入規制の緩和による市場開放が，内
資系小売企業（以下，内資系企業と表記）のみならず外資系企業にとっても大きな魅力となってい
る。今後さらに対外開放が進む中で，外資系企業売上高のシェアの増大と競争の激化が予想される。
中国市場において急成長する外資系企業に関しては，多くの論者が検討を行っている。西島
（2014）は中国市場を概観した上で，外資系企業の発展を店舗数，売場面積，従業員数，販売額と
いう 4 つの視点から分析した。楊・尚・厳（2006）は中国市場における内資系企業と外資系企業
の差異を管理，産業関係，経営，資金といった 4 つの方面から考察し，内資系企業より外資系企
業の有する優位性を主張した。秦・（2008）は中国市場における外資系企業の発展を規模と分
布地域によって考察し，外資系企業の参入戦略と今後の発展方向を解明した。平賀（2004）は，
欧米日の有力外資系企業 6 社を取り上げ，それぞれの対中戦略や中国市場での経営・営業動向を
分析し，関連する小売業の国際化理論を踏まえた上で，中国市場における外資系企業の成功要因を
明らかにした。矢作・鍾（2005）は中国市場に参入した10グループ華僑系企業を取り上げ，その
参入動向と参入特徴について考察した。三和（2017）は中国市場の拡大をスーパーマーケットの
視点で概観し，中国に進出している外資系スーパーマーケットを国別に比較しながらその成長を分
析した。
以上のように，多くの論者が中国市場における外資系企業の現状分析，参入動向，経営戦略につ
いて研究を行っているが，中国政府の法令変動に焦点を絞って外資系企業を研究したものは比較的
少ない。中国は社会主義国家であり，資本主義国家と相違して国家の主導・政策は市場経済に大き
な影響を与えている。資本主義市場経済体制の下で発展してきた先進国外資系企業は，中国という
社会主義市場経済において，多様で複雑な状況に遭遇するものと予想される。
本稿では，外資系企業の中国市場進出を中国の法令変動と絡めて考察する。本稿の構成は以下の
通りである。まず，中国市場の発展を概観する。続いて，中国市場における外資系企業の発展経緯
を 5 つの時代区分に分けて概観する。その上，外資系企業発展の特徴について法令変遷の観点か
ら検討する。最後に，本稿の意義と今後の課題を述べる。
．中国小売市場の概要
中国市場における外資系企業の発展経緯を論じる前に，まず，中国市場の発展について統計デー
タによって考察しよう。
――
図表 中国における社会消費品小売総額推移（年）
出所中国国家　　局『中国統計摘要』各年版により筆者作成。
3 1978年，中国国内総生産は3679億元であったが，2017年には82兆7122億元になり，1978年より225倍に拡
大したのである。
4 1983年に中国初のスーパーマーケットが北京で開店した。
5 中国商務部「小売業態分類」によれば，専業店（specialty store）とは，特定分野の商品を専門に販売する
小売店である。
6 同上，専売店（exclusive shop）とは，特定ブランドの商品を専門に販売する小売店を指す。
1978年12月，第11回三中全会が開催され，改革・開放政策が決定された。その後改革・開放が
進むにつれて，中国経済が急速に成長し国内総生産（GDP）も小売市場も大幅に拡大した3。経済
成長に伴い国民の所得水準・消費水準が上昇したことによって，消費需要が増大して中国市場が拡
大し続けている。図表 1 は19782017年における，中国社会消費品小売総額の推移である。図表 1
が示しているように，1978年に社会消費品小売総額は1559億元であったが，1992年には 1 兆994
億元で1978年より 7 倍に拡大し，2017年には36兆6262億元で1978年より235倍にまで拡大したの
である。
改革・開放政策が進むとともに，中国市場への参入規制も緩和された。1992年，?小平による
南巡講話が行われ，社会主義市場経済への移行が確かなものになり，中国市場が外資系企業に部分
的に開放されるようになった。さらに，2001年に中国が WTO に加盟して，中国市場が海外に対
して全面開放し始めた。参入規制の緩和による市場開放が中国市場の成長を推進した。
中国市場の発展につれ，小売業態の多様化が著しく見られる。改革・開放以前では，中国の小売
業態は主として百貨店を中心に発展してきた。1980年代になってようやく，百貨店の独占状況を
打ち破り，スーパーマーケットが中国市場に現れた4。それが1990年代になると，ハイパーマーケ
ット，専売店，コンビニエンスストア，ショッピングセンターなど多様な業態が中国市場に現れ始
めた。現在では，実店舗をベースにする百貨店，スーパーマーケット，ハイパーマーケット，専業
店5，専売店6，コンビニエンスストア，ショッピングセンター等12業態とノンストアで展開するネ
ットショッピング，テレビショッピング等 5 業態が一斉に中国市場で繰り広げられている7。
――
図表 各主要業態における店舗数の推移（年）
注総合スーパーはスーパーマーケット（supermarket）と大型スーパーマーケット（hypermarket）
の合計である。
出所中国国家　　局『中国統計年鑑』各年版により筆者作成。
図表 中国小売連鎖百強における売上高の推移（年）
出所中国連鎖経営協会「中国小売連鎖百強」20012017年版により筆者作成。
7 中国商務部「小売業態分類」http://www.mofcom.gov.cn/aarticle/b/d/200408/20040800269666.html，
2018年 9 月10日アクセス。
8 楊（2015），37ページ。
中国における小売業業態の多様化展開は速い。欧米のように各業態が段階的に順次発展したこと
と相違して，政府主導により各業態が短期間の内にほぼ同時に発展した8。欧米諸国においては100
年以上かけて発展してきた小売業態は，中国においてはわずか40年で実現されたのである。図表 2
は WTO の加盟以降，20022015年の間の中国市場における各主要業態の店舗数推移を示している。
WTO に加盟した直後の2002年には，百貨店，総合スーパー，専業店，専売店，コンビニエンスス
トアの店舗数はそれぞれ1550軒，1 万281軒，1 万2177軒，2901軒，3324軒であったが，2016年に
は4987軒，4 万1824軒，11万8601軒，3 万2413軒，1 万8588軒へと増加したことが分かる。
小売業態の発展ならびに多様化と共に，小売企業の規模拡大も続いている。図表 3 は中国連鎖
経営協会が公表している20012017年の間における中国小売連鎖百強の売上高の推移である。図表
3 によれば，2001年には，上位100社の売上高の合計は1620億元であったが，2005年には7076億元
――
9 Deloitte（2018).
10 この統計データは，中国国家統計局『中国統計年鑑』各年版により計算したものである。
図表 外資系小売企業による中国への投資件数と中国小売市場に占める売上高シェア推移
出所日中経済協会『中国経済データハンドブック』20002017年版より筆者作成。
で 4 倍以上に成長し，2010年には 1 兆6625億元で2001年より10倍に拡大した。最新の2017年の
データを見ると，売上高の合計は 2 兆1825億元で2001年より13倍以上に伸びている。
内資系企業の発展も著しいが，それと同時に外資系企業の発展も著しい。Deloitte が2018年に発
表した「Deloitte Studie - Global Powers of Retailing 2018」によれば，世界トップ小売企業のラン
キング上位100社のうち34社が中国市場に進出しているし，上位10社だけみれば 7 社が中国市場に
進出しているのである9。いかに巨大外資系企業が中国市場に関心を寄せているかが分かる。特に
WTO 加盟以降，外資系企業の成長速度は内資系企業より速い。2001年に内資系企業の法人数対前
年比成長率は0.9であったのに対して，外資系企業の法人数対前年比成長率10.5であった。
2006年には，それぞれの成長率は13.7，37.3へと拡大した。2011年になると，両者の成長率
は低下して11.7と13.9に下がったが，内資系企業より外資系企業の法人数成長率は依然として
高いことが分かる10。
図表 4 は，1999年2015年の間における，外資系企業による中国への直接投資件数と外資系企業
売上高が中国市場に占めるシェアを示している。図表 4 が示しているように，2015年の直接投資
件数は1999年の 9 倍となっており（4 件から36件），外資系企業売上高が中国市場に占めるシェア
も 5前後から35近くまで上昇している。特に2004年 6 月，「外商投資商業領域管理弁法」が施
行され，中国市場が全面開放期に入って以降，外資系企業の投資件数が急速に増加したのである。
今後，外資系企業の売上高のシェアは増加する傾向にあると考えられる。
この節では，中国市場の発展と外資系企業の発展について概観した。上述のように，中国市場は
速い速度で発展している。その中でも外資系企業の成長が著しい。次節では，外資系企業は中国市
場で如何に成長したのかについて法令変遷を絡めて説明していきたい。
――
11 秋林グループ（哈爾濱秋林集団股　有限公司）。1867年に，ロシア人である i. à. Šurin によってロシアで設
立された会社である。1900年に，ハルビンにて子会社を設立し，中国での事業拡大が始まった。
12 https://wenku.baidu.com/view/6c28080efbd6195f312b3169a45177232f60e4a0.html，2018年 8 月19日アク
セス。
13 中国語では“公有制　主体，各　所有制共同　展”と表記する。
．中国小売市場における外資系小売企業の発展経緯
前節では，中国市場の発展及び外資系企業の発展について概観した。この節では，中国法令変遷
が外資系企業に及ぼす影響によって，中国市場における外資系企業の発展経緯を 5 つの時代区分
に分けて概観する。
. 前史（年まで）
中国の小売業は，生産重視・流通軽視という風潮の下，長い間停滞していた。1978年までは，
百貨店，総合小売店，専門店，一般的小売店という 4 つの業態だけが存在し，その中でも百貨店
が主役の時代が続いた。
中国では，百貨店は1900年から発展した。1900年，ロシア資本家が中国ハルビンに秋林公司11を
設立し，中国で初めての百貨店を開店したのである。1949年の中華人民共和国成立直後，長い戦
争により中国国内がひどく破壊されたため，物資が非常に欠乏していた。さらに，限られた資源を
少数の資本家が独占していたため，経済は非常に混乱していた。このような独占状況を改善して経
済を復活させるために，中国政府は全国で百貨店を成立させた12。1950年 4 月に中国百貨店公司が
設立され，その後，中国各地で百貨店が開店されるようになった。この当時の百貨店は大型商場と
も呼ばれ，商品流通の主要なルートであり，供給不足の下で生活物資を配分する役割を果たしてい
た。したがって，物価を安定させることと供給を保証することが主要な目的であった。すなわち，
百貨店の主要な役割は商品やサービスを提供することより社会資源の均衡分配を促進することであ
った。
. 改革・開放期（年）
1978年12月の，改革・開放法案が実施され，このような停滞な発展状況を打ち破れた。1978年
から1980年代の中期までは中国経済体制の改革のスタート段階であった。改革・開放初期では，
長期的に計画経済体制の影響を受けて，国内経済・集団経済を独占した時代が続いており，1990
年代以前に中国の小売業が本質的に変わっていなかった。また，改革・開放政策では生産部門を重
視したため，小売業に直接に影響を及ぼしていなかった。この状況は1980年代の半ばまで続いた。
1980年代の半ばになると，改革・開放政策は徐々に小売業に波及し始めるようになった。1984年
10月，第十二届三中全会を開催され，「公有制を中心に，多様な経済体制と共に発展する」13の経済
――
14「　于商　零售　域利用外　　　的批　」，中国国務院1992年 7 月公布。
15「外商投　商　企　　点　法」，中国国務院1999年 6 月年公布。
16 中国国家統計局『中国　　年　』http://www.stats.gov.cn/tjsj/ndsj/zgnj/2000/p21c.htm，2018年 8 月25日
アクセス。
17 中国連鎖経営協会「1999年中国小売連鎖百強」https://wenku.baidu.com/view/0468fbe881c758f5f61f67c5.
html，2018年 8 月25日アクセス。
体制が確立され，中国市場が本質的に改革し始められた。この時期の政策の目的は国営小売業を整
頓することであるため，政府が小型国有小売企業に対して請負経営とリース経営を実施し，個人経
営と私営企業の経営に強力に支持するようになった。
. 漸進的な発展期（－年）
1992年 1～2 月，?小平による南巡講話が行われ，中国は社会主義市場経済へ移行することが明
らかにされ，この後，中国市場が外資系企業に部分的に開放されるようになった。
1992年 7 月，中国国務院は「商業小売領域に関する外資問題」14を公布し，5 つの経済特別区
（深セン，珠海，汕頭，廈門，海南）と主要 6 都市（北京，上海，天津，広州，大連，青島）にお
いて，外資系企業が内資企業と合弁事業を設立することをテストケースとして認めた。この段階で
は，外資系企業の独資による進出は禁止されており，内資系企業と合弁会社（合資企業）を設立す
ることが原則として規定されていた。さらに，設立された合資企業においては，内資系企業の出資
比率が51以上であると規定されている。この1992年，国務院の審査を通って中国市場に進出し
た外資系企業が15社あったものの，この時期，外資系企業の進出審査手続きが厳格であったため，
19921995年の間に中国市場に参入した外資系企業の数は少なかった。
1995年10月に，国務院は北京と上海で 2 社の連鎖企業の設立を認め，外資系企業の中国参入が
一歩進んだ。1999年 6 月には，中国国務院は「外商投資商業企業テスト法」15を公布し，外資系企
業と内資系企業の合資企業の設立範囲が拡大された。1992年に許可された 5 つの経済特別区と 6
つの主要都市に加えて，省都都市，自治区首府，直轄市においての合資設立が認められた。また，
外資系企業と内資系企業との合資企業において，外資系企業の持株制限が緩和され，外資系企業の
出資比率が65まで認められた。同法案の公布によって外資系企業の中国進出が加速した。この
時期，ウォルマート，カルフール，メトロ，ヤオハン，西友，ダイエー，ジャスコ，イトーヨーカ
堂などが中国市場へ参入している。
中国国家統計局によると，1999年の外資系企業と内資系企業との合資企業による売上高は185億
元である。そして，外資系企業と内資系企業の合作企業の商品販売の売上高は126億元である16。
中国連鎖経営協会が公表した1999年中国小売連鎖百強ランキング17を見ると，小売連鎖百強122社
の中で外資系企業は 7 社を占めている。また，122社の売上高合計は629億元であるが，外資系企
業は59億元で9.4を占めている。この時期進出した外資系企業の業態を見ると，大型量販店
（GMS）が主要な業態であった。しかしながら，この時期は内資系企業が大きな地位を占めてい
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図表 年の外資系企業に関するデータ
2001年 2006年 2011年
資産合計（億元) 367.8 1,054.2 4,579.7
売上高（億元) 506.9 1,953.0 7,989.8
法人企業（社) 210 534 1,692
従業員数（人) 99,662 285,884 662,699
注本稿では外資系企業とは中国大陸以外の港澳台企業と外国企業を指すため，こ
この外資系小売企業に関するデータは『中国統計年鑑』の統計データにおいて
“港，澳，台商投資企業”と“外商投資企業”の合計である。
出所中国国家統計局『中国統計年鑑』2002年，2007年，2012年により筆者作成。
18 日中経済協会（2002）「中国経済データハンドブック」，9194ページ。
19「外商投　商　　域管理　法」，中国商務部2004年 6 月公布。
20 中国連鎖経営協会「2011年中国小売連鎖百強」http://www.ccfa.org.cn/uploadimg/ i/2014/08/06/
1407314876801$-5712137637308369005.pdf，2018年 8 月25日アクセス。
る。連鎖百強トップ10社の中で外資系企業はドイツのメトロ 1 社しかいなかった。香港の華潤万
家は12位で，台湾の大潤發は20位で，日本のイトーヨーカ堂は34位で，フランスのオーシャンは
64位で，日本のセブンイレブンは88位であった。
. 飛躍的な発展期（年）
2001年12月に，中国は WTO に加盟し，中国市場を全面的に開放し始めた。市場開放は，外資系
企業にとっても大きなチャンスとなった。中国市場では多種多様な小売業が競い合うようになった。
中国の「WTO 加盟協定書」では，小売業に関して，加盟後 3 年以内に地理的制限，外資出資制
限を段階的に廃止すると規定されている。（ただし，特定品目を扱う30店舗以上のチェーンストア
については外資比率50までの出資制限がある）。また，小売業における外資制限については，1）
加盟 2 年以内に外資マジョリティーが可能，2）3 年以内に外資出資比率・店舗数等の外資制限が
撤廃される，と規定されている。さらに，越境取引については，通信販売（郵便による）以外は制
限しないと規定されている18。
「WTO 加盟協定書」における外資出資制限に関連して，2004年6月には中国商務部が「外商投資
商業領域管理弁法」19を公布した。同法によれば，2004年12月11日より小売業における外資系企業
の商業活動及び店舗設立の地域制限が取り消され，中国市場が全面的に開放されるという。
図表 5 は，20012010年の外資系小売企業に関するデータを示している。図表 5 によれば，
WTO 加盟以降，外資系企業が急速に発展したことが分かる。2001年には外資系企業の法人数は
210社であったが，2011年になると1692社まで増加して，8 倍になっている。同期間，売上高は
506億9000万元から7989億8000万元まで15倍に伸びている。
中国連鎖経営協会が公表している2011年の中国小売連鎖百強ランキング20を見ると，小売連鎖百
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図表 年における外資系企業の店舗数と売上高の推移（億元，軒)
企業 ウォルマート カルフール テスコ メトロ 大潤發 イオン イトーヨーカ堂
年 売上 店舗 売上 店舗 売上 店舗 売上 店舗 売上 店舗 売上 店舗 売上 店舗
2005 98.8 56 174.4 78 79.2 39 75.5 27 157.0 60 19.1 10 34.0 7
2006 150.8 71 248.0 95 98.0 47 98.7 33 198.9 68 32.2 11 21.0 6
2007 213.5 102 298.0 112 125.0 55 110.8 37 256.7 85 42.8 14 25.4 7
2008 278.2 123 338.5 134 138.0 61 126.5 38 336.7 101 46.4 18 28.8 8
2009 340.0 175 386.0 175 133.0 79 120.2 42 404.3 121 88.1 21 65.2 12
2010 400.0 219 420.0 143 158.0 109 117.0 48 502.3 143 66.3 27 70.7 13
2011 430.0 271 452.0 203 180.0 121 138.0 54 615.7 185 66.6 30 74.9 13
出所中国連鎖経営協会「中国小売連鎖百強」20052011年版と各社の HP により筆者作成。
21 IRESEARCH（2018）「中国跨境　口零售　商行　　展　告」，9 ページ。
強100社の中で外資系企業は21社を占めている。また，100社の売上高合計は 1 兆6508億元である
が，そのうち外資系企業が3910億元で23.7を占めている。外資系企業のシェアは1999年より2.5
倍拡大した。進出した外資系企業の業態を見ると，1999年の GMS が主要な業態であったことに比
べ，2011年ではスーパーマーケット，コンビニエンスストア，専門店，ショッピングセンターなど
多様な業態へと拡大している。また，2011年中国小売連鎖百強の売上高上位10位の中で，外資系企
業が半分を占めている。1999年は 1 社だけだったので様変わりである。香港・台湾系を除くと，イ
ギリスのテスコが26位，韓国の LOTTEMART が33位，フランスのオーシャンが41位であった。
図表 6 は，20052011年における中国市場での世界有力小売企業の売上高と店舗数の推移であ
る。これを見れば分かるように，2004年以降，外資系企業は中国市場において著しく成長した。
. 多角的な発展期（年現在）
 電子商取引の発展
この時期，電子商取引が台頭し，オンラインで買い物をする消費者が増えている。
IRESEARCH の調査によれば，2017年の中国における電子商取引額は 6 兆元となり，去年より
29.6増加した21。図表 7 は，20112021年（2017年2021年は予測）の中国電子商取引（ネット
ショッピング）市場規模及び成長率を示している。2012年に中国電子商取引市場規模は 1 兆2000
億元で，社会消費品小売総額の5.6を占めている。2016年には 4 兆7000億元と 4 倍に拡大し，社
会消費品小売総額の14.4を占めるようになった。中国電子商取引市場規模は今後とも増加する見
込みである。中国においては，電子商取引は国民生活の重要な一部分になっている。
電子商取引の急成長には 3 つの原因があると考えられる。第 1 に，電子商取引は時間と空間の制
限を突破する。インターネットをベースにする電子商取引は時間と空間の制限を突破し，根本から
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図表 年の中国電子商取引市場規模及び成長率
出所IRESEARCH「The changing face of China Online retailing 2017」http://report.iresearch.cn/
report/201711/3083.shtml，2018年 8 月24日アクセス。
22 http://ltfzs.mofcom.gov.cn/article/l/bs/bu/201307/20130700186219.shtml，2018年 8 月26日アクセス。
23 http://www.southmoney.com/shuju/lsysj/201607/625653.html，2018年 8 月26日アクセス。
ビジネスモデルを変えた。それによって，電子商取引経営者は営業時間と店舗選択に制限されずに
ビジネスを展開できる。第 2 に，電子商取引は消費者に自由で便利な買物環境を提供する。消費者
は時間と空間に制限されずに実店舗より便利に買い物をすることができる。第 3 に，電子商取引は
低いコストでビジネスを展開する。電子商取引コストが低いため，販売される商品価格も抑えられ
る。それによって大量販売が実現でき，さらに商品単位当たりのコストを下げることができる。
このような背景で成長した電子商取引は，伝統的小売業に大きな衝撃を与えた。中国商務部の調
査によれば，小売連鎖百強が社会消費品小売総額に占める割合は2003年の7.8から2011年には
11.2まで拡大したのであるが，2012年には9.0に下落した22。小売連鎖百強の中の87社の実店
舗売上高成長率は，2010年の21.8から2015年には3.2まで落ちた23。
伝統的小売業の中でも，特に百貨店，ハイパーマーケット等の業態が大きな影響を受けた。なぜ
なら，百貨店やハイパーマーケットは電子商取引と取り扱い商品が競合するが，それらは電子商取
引に比べて価格，商品種類，サービスの面において劣っているからである。1）価格。ノンストア
の電子商取引に対して，彼らは店舗維持コストや人件費等の所要コストが高い。そのため，相対的
に商品販売価格が高くならざるをえない。2）商品種類。実店舗の提供する商品は限られている。
それに対して，電子商取引においては消費者が空間に制限されずに多様な商品を同時に比較できる。
3）サービス。電子商取引の発展によって商品選択や決済，配送，返品などのサービスが充実して
きた。電子商取引における消費体験の向上によって消費者はリアル店舗よりも電子商取引を選択し
つつある。
このようなことから，2012年から伝統的小売業の閉店が増え続けている。商聯網の統計データ
によれば，2013年に全国主要小売業（百貨店，ハイパーマーケット）は35店舗を閉鎖し，2014に
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24 http://www.linkshop.com.cn/web/archives/2015/315683.shtml，2018年 8 月27日アクセス。
25 この時期では，外資系企業の閉店率はやや高いであったが，その原因は 3 つがあると考えられる。具体的に，
1）マクロ経済の低迷，2）店舗賃金，人件費等コストの高騰，3）電子商取引の発展による売上高の低下，
という 3 つの原因が挙げられる。
26 中国連鎖経営協会（2012）「　　零售商　展网　零售研究　告」http://www.chinairn.com/news/20120628/
878002.html，2018年 9 月12日アクセス。
27 ウォルマート傘下の会員制ショップである。1996年に中国深#で始めての実店舗を開店した。
28 http://www.0460.com/view/174255.html，2018年 9 月15日アクセス。
29 https://baike.baidu.com/item/麦+　网上商城/2389762?fr＝aladdin，2018年 9 月12日アクセス。
30「　于利用　子商　平台　展　外　易的若干意　」，中国商務部2012年 8 月公布。
31「　于　施支持跨境　子商　零售出口有　政策意　的通知」，中国国務院2013年 8 月公布。
32「国　院　于同意　立中国（杭州）跨境　子商　　合　　区的批　」，中国国務院2015年 3 月公布。
は201店舗を閉鎖した24。2014年にウォルマートは16店舗，LOTTEMART は 6 店舗，華潤萬家，
カルフール，テスコはそれぞれ 4 店舗を閉鎖した25。
電子商取引の衝撃によって，伝統的小売業も事業モデル転換の重要性を認識し，電子商取引に進
出している。2012年 6 月まで，中国小売連鎖百強の中で，59社は既に電子商取引に携わり，70店
舗以上のオンラインショップを展開した26。例えば，アメリカのウォルマートは2010年末に傘下の
Sams Club27 のオンラインショップを開店し，中国での新たな経営方式を探っている28。ドイツの
メトロは2012年 5 月に公式 EC サイトを開設し，新たな経営方式を模索している29。
このような状況に対して，中国政府は伝統的小売業の事業モデル転換を促進するために，電子商
取引の発展を政策面から推進した。特に，越境電子商取引に関する諸法案を公布したことは，飽和
化しつつある中国市場を鑑み，電子商取引の国際化を図ったことで注目される。 2012年に，電子
商取引の対外貿易能力を引き上げるために，商務部は「電子商取引プラットフォームを利用するこ
とによる対外貿易を展開するに関する意見」30を公布し，国際市場を開拓することにした。
2013年，国務院が「商務部の越境 EC 小売輸入を支持する関連政策意見」31を発表し，越境 EC
の発展に方向性を示した。「意見」では，3 つの電子商取引の経営主体を確定した。それは，1）自
社で越境 EC プラットフォームを構築する企業，2）第三者越境 EC プラットフォームによって輸
出越境 EC を展開する企業，3）輸出越境 EC を展開する企業に第三者越境 EC プラットフォーム
を提供する企業である。この政策によって，多くの企業が公式 EC サイトを開設するか電子商プラ
ットフォームを開設し電子商取引に携わるようになった。さらに，この「意見」では，輸入商品の
通関について，前述した 3 つの経営主体は輸入商品の申請リストを一つにまとめて申告できる制
度を導入した。これにより，輸入企業は申告費用が抑えられ，輸入商品のコストを抑えられるよう
になった。
2015年に，国務院による「中国における越境 EC 総合試点（テストケース）」32政策を実施した。
これによって，中国杭州が中国における初めての越境 EC 総合試点（テストケース）として認可さ
れた。2016年に，中国国務院は「天津等12都市で越境 EC 総合試点（テストケース）の設立に関
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33「国　院　于同意在天津等12个城市　立跨境　子商　　合　　区的批　」，中国国務院2016年 1 月公布。
34 http://www.ebrun.com/20180604/280460.shtml，2018年 9 月15日アクセス。
35 アリ研究院（ali research）はアリババグループに属する研究機関である。当研究院はアリババグループのビ
ッグデータをベースにして，業界研究者とともに電子商取引等領域において研究活動を行っている。また，
「新たな小売に関する研究報告（新零售研究　告）」はアリ研究院によって2017年 3 月に上海で行われた
「2017中国電子商取引及び小売革命国際フォーラム」にて発表された報告である。
36 http://www.199it.com/archives/675002.html，2018年 8 月24日アクセス。
する回答」33を公布し，新たな試点（テストケース）都市を発表した。それによれば，天津市，上
海市，重慶市，合肥市，鄭州市，広州市，成都市，大連市，寧波市，青島市，深　市，蘇州市等
12都市で越境 EC 総合試点（テストケース）の設立が認められた。試点（テストケース）の設立は，
越境 EC の発展を促すとともに，新たなビジネスの発展を推進した。
2018年になると，政府の政策的推進によって多くの伝統的小売業が新たな電子商取引策を探っ
ている。例えば，2012年に経営不振で中国の 7 店舗を閉鎖した The Home Depot はその後経営方
針を変換し，EC サイト（Tmall，2013年 6 月参入）を通じて中国での経営拡大を図っている。
2015年にカルフールは公式 EC ショップを開店し，さらなる発展を模索している34。また，越境
EC の発展は外資系企業の中国進出に新たな参入手段を提供した。例えば，中国で実店舗を開店す
る前に，先に電子商取引を通じて中国でビジネスを展開する。アメリカのコストコは2014年に，
オーストラリアのウールワースは2015年に，ドイツのアルディは2017年に，それぞれに天猫国際
（Tmall）に参入した。天猫国際（Tmall）が中国最大の B2C サイトであり，2017年までに，コス
トコ，メイシーズ，Victoria's Secret, LG，マツモトキヨシなど74国・地域の 1 万8000ブランドが
天猫国際でビジネスを展開している。
 新零售の発展
インターネット，ビックデータ，クラウドコンピューティングなど電子情報技術の発展に伴っ
て，インターネット技術をベースにする新たな小売業態である「新零售（新たな小売）」が現れた。
「新零售」は，アリババの創立者である馬雲が2016年に初めて提唱した概念である。2017年 3 月
に発表されたアリ研究院「新たな小売に関する研究報告」35によれば，「新零售」とは消費者体験を
中心にするデータによって駆動される小売業態である。具体的にいうと，新零售は消費者を中心に
置き，消費者と商品，サービス，サプライチェーンなどの接点を数値化し，データの流れによって
各消費シーンを結合させ，スマートフォン，パソコン，売り場など多様なチャネルを通して現実と
虚構の消費シーンを結合させ，革新的な消費体験を提供することである。
電子商取引は今後も成長するであろうが，電子商取引の成長率は2013年から年々低下する傾向
にある。一方，中国商務部の統計データによれば，2017年に専門店，スーパーマーケット，百貨
店それぞれの売上高成長率は8.3，3.8，2.4となり，低迷していた伝統的小売業の売上高が
上がり始めた36。今後，電子商取引と伝統的小売業を共に成長させるために，オンラインとオフラ
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37「　于推　　体零售　新　型的意　」，中国国務院2016年11月公布。
38 http://www.mofcom.gov.cn/article/ae/ah/diaocd/201712/20171202688447.shtml，2018年 8 月24日アクセ
ス。
インの結合が期待される。
新零售が提唱される前は，電子商取引と伝統的小売業はインターネットというラインによって分
けられていた。しかし，新零售はこのような区別を解消しようとしている。オンラインとオフライ
ンを結合する新零售は，伝統的小売業のメリットと電子商取引のメリットを有効的に結合し，店頭
販売の効率を引き上げると同時に，消費者に新たな消費体験を与えるであろう。要するに，新零售
は消費者体験を重視し，消費プロセスによって消費者に新しいライフスタイルを提供するものであ
る。
新零售の下での買い物プロセスは，緊密に結合されている。消費者は興味のある商品を見つけた
後，直接に QR コードや商品検索によってオンラインサイトで商品の関連情報を入手できる。そし
て，オフラインの実店舗で商品を確認し，体験できる。仮に実店舗で品切れだったら，店舗から商
品取り寄せの指令を出し，情報武装された倉庫から最短の時間で消費者の自宅まで配送してもらう
ことができる。つまり，新零售の「新規な点」は，消費者がオンラインとオフラインで同時に買い
物体験できることである。さらに，小売企業は消費者のオンラインとオフラインの全ての購入デー
タをビッグデータとして記録し，クラウドコンピューティングで検索履歴と購入履歴を通じて消費
者の買い物傾向を分析し，消費者が欲しい商品情報を正確に発信できる。要するに，新零售はビッ
グデータとビジネスを結合させることで消費者を満足させ，消費者に新たな消費体験を提供するこ
とができるのである。
このような状況に対して，2016年11月，中国国務院は「実小売の革新転換に関する意見」37を発
表し，実小売業の発展に良い環境を整える新しい方向を示した。ここでは，オンライン販売とオフ
ライン販売の結合を強調し，「新零售」を推進するとしている。
中国商務部は2017年12月21日に開催された恒例記者会見会で，「伝統的な小売業の転換革新を推
し進め，オンラインとオフラインの結合を促し，新たな技術・手段によって新しい業態を開拓する
ことを支持する」と発表した38。今後，新零售は店舗のエスカレーション，サプライチェーンの再
構築，供給業者の急速増加という 3 つの方向に向けて発展する傾向にあると述べている。
新零售はオンラインまたはオフラインの発展を推進するのではなく，オンラインとオフラインの
同時的発展を図る斬新な小売業態である。
オンライン企業である京東と天猫国際は既に動いている。2016年に京東はウォルマートと提携
し，双方の同時的成長を図ることにしている。2018年，アリババの天猫国際は杭州に初めてのオ
フライン店舗を開店した。消費者はオンラインで見つけた商品を購入する前に，この店舗で直接に
実商品を確認することができる。購入するのはオンラインであり，オフライン店舗によってオンラ
イン購入が促進される。
――
図表 時代の変遷に応じて中国小売市場に参入した外資系企業
出所中国国家統計局『中国統計摘要』各年版と各社のホームページによる筆者作成。
39 https://baijiahao.baidu.com/s?id＝1607735683767312586&wfr＝spider&for＝pc，2018年 8 月24日アクセス。
一方，オフライン企業からオンラインへのアクセスも見られる。ウォルマートは2016年 6 月に
京東と提携関係を結び，京東の力を借りてオンラインの業務拡大を図っている。2017年 7 月にウ
ォルマートと京東はオンラインとオフライン結合の「88購物節」を開催した。その他，カルフー
ル，大潤發，華潤萬家等が電子商取引業者と業務提携をし，さらなる発展を図っている。スターバ
ックスも2018年 8 月 2 日にアリババグループとの業務提携を発表した39。この業務提携は斬新な新
零售ショップを推進することが目的で，アリババグループのビックデータに基づき，小売消費生活
の時間と空間の制限を突破し，中国消費者に個性的な消費を体験させることができる。2018年 9
月から，「いつでもどこでも一杯スターバックスコーヒー」が実現できる。このように，外資系企
業はインターネット，ビックデータ，クラウドコンピューティングなど電子情報技術の発展をベー
スに，中国で新たな発展を模索している。
以上，中国市場における外資系企業の発展経緯を 5 つの時代を分けて考察した（図表 8）。次節
では，中国市場における外資系企業の特徴について分析する。
．中国小売市場における外資系小売企業発展の特徴
前節では，中国市場における外資系企業の発展を 5 つの時代区分に分けて考察した。この節で
は，前節の分析を踏まえて外資系企業発展の特徴を法令変遷の観点から考察していきたいと考える。
中国市場における外資系企業の発展について主に 2 つの特徴がある。
――
40 中国語では“公有制為主体，多　所有制共同發展”と表示する。公有制は国有経済と集体経済によって構成
される。国有経済は国営経済とも呼ばれ，国家所有制度を形式として存在する経済体制である。その出資者
は国家である。その代表企業は中国石油，中国移動のような企業である。集体経済は部分労働者によって共
同に生産資料を占有する経済体制を意味する。中国の郷鎮企業はその代表的な企業である。一方，多様な経
済体制は，私有企業，外資系企業，個人経営者など個人によって運営する企業或いは外資系資本によって設
立された企業を指す。
41 先に試点（テストケース）を設立し，その後正式な法令を実施することである。
42「　于利用　子商　平台　展　外　易的若干意　」，中国商務部2012年 8 月公布。
第 1 に，中国市場における外資系企業の発展は中国政府及び法令変動に強く影響されている。
中国は社会主義市場経済体制の下で発展してきた。社会主義市場経済とは，社会主義制度と市場経
済体制を結合させた特別な経済体制である。社会主義市場経済は「公有制を中心に，多様な経済体
制と共に発展する」40という所有制度を原則として規定している。したがって，国有資産は社会総
資産の大きな割合を占めている。このような状況において，国家によるマクロコントロールは市場
経済に大きな影響を及ぼしている。
経済を調整するにあたって，中国政府によるマクロコントロールは主に 3 つの手段がある。そ
れは，経済手段，法律手段，行政手段である。経済手段とは，国家が経済政策や経済計画によって
社会経済活動に影響を及ぼすことである。国債の発行，税金の調節という財政政策と金利の調節と
いう金融政策は経済手段に属する。法律手段とは，国家が法律を規定することによって社会経済活
動に影響を与えることを意味する。国家は法律を通して，市場秩序の維持と国民の利益を保護す
る。最後に，行政手段とは，国家が行政機構を通じて，命令・指示・規定等行政措置を発行するこ
とによって社会経済活動を影響することである。要するに，中国経済の発展は国家によって主導さ
れるのである。
第 2 に，中国市場における外資系企業の発展は漸進的に進む。前述したように，中国市場にお
ける外資系企業の発展は中国政府及び法令変動に強く影響される。外資系企業の発展にあたって，
中国政府は「先　点，后　展」41という原則で市場を開放する。それは，以下の 2 点である。
 外資系企業の発展について，中国政府は1992年に試点都市を開放し，沿岸部都市で試しに外
資系企業を受け入れた。1995年から1999年にかけて，試点都市が増加された。さらに，外資系
企業の出資比率，店舗数，参入都市への制限が緩和された。中国が2001年に WTO に加盟した
後，2004年に中国政府は「外商投資商業領域管理弁法」を公布し，小売市場を全面開放した。
 電子商取引については，2012年に商務部が「電子商取引プラットフォームを利用することに
よる対外貿易を展開するに関する意見」42を公布し，中国における越境 EC の発展をスタートし
た。2015年に，中国杭州が初めて中国における越境 EC 総合試点として認可された。2016年
に，天津等12都市を越境 EC 総合試点として設立された。総合試点の設立は越境 EC の発展を推
進し，外資系企業の参入を容易にした。
――
．終わりに
本研究は，外資系企業の中国市場進出について考察した。まず，中国市場の発展について概観し
た。続いて，中国市場における外資系企業の発展経緯を 5 つの時代区分に分けて分析した。その
際，外資系企業発展を法令変遷の観点から考察した。後半では電子商取引ならびに越境 EC の発展
と外資系企業の動きを明らかにしている。最後に，前節の分析を踏まえて外資系企業発展の特徴を
法令変遷の観点から考察した。
本研究の意義としては，以下の 3 点が挙げられる。第 1 に，中国市場における外資系企業の発
展を法令変遷によって整理した上で，各時代の特性を明らかにしたということである。第 2 に，
中国市場における電子商取引ならびに越境 EC の発達を詳述し，外資系企業の越境 EC 利用を明ら
かにしたことである。第 3 に，中国市場における外資系企業発展の特徴を法令変動の視点から明
らかにしたことである。
当然のことながら，本研究にはいくつかの課題が残されている。本研究は中国市場における外資
系企業の発展をマクロ視点で考察したが，個別企業の事例研究にほとんどふれていない。これらは
今後の課題としたい。
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